
平成２３年度奈良県食品衛生監視指導計画（案）

に対する意見募集結果について項 目 意見の概要 県の考え方第３の２ アレルギー物質について、コ 「アレルギー物質については、ごく重点的に監視指導を ンタミネーションの事例紹介等 微量でアレルギーを引き起こすおそれ実施すべき項目 を含め、アレルギー物質の管理 があることから、製造・販売に係る関についての情報提供及び指導を 係書類の確認を行うとともに、防止策(4) 食品表示の確認 お願いします。 を講じてもコンタミネーションの可能に関する事項 性が排除できない場合には、注意喚起の表示を行うよう指導を行います。」計画案：５ページ を追記することとします。第３の３ 食品衛生監視員の人数が減っ 主たる業務が食品衛生監視員である監視指導の実施体制 ていますが、監視体制は十分で 人数には変更ありません。今後とも、に関する事項 すか。 重点的かつ効率的な監視指導を行うことで、監視体制の充実に努めていきま(1) 監視指導の実施 す。体制に関する基本的な事項計画案：６ページ第３の３ 消費者庁が設置されて一年半 食品衛生法に基づく監視指導計画で監視指導の実施体制 経ちました。消費者庁関連部局 あることから、計画には消費者庁が所に関する事項 と連携しての情報提供や啓発を 管するすべての法律について言及して計画に盛り込むと具体的な進展 いませんが、本県では、平成１６年度(3) 厚生労働省、消 が期待できそうですが、いかが よりすでに食品安全行政と消費者行政費者庁、他の都道府 ですか。 を一元化しており、消費者庁が設置さ県市及び市町村消費 れてからも、消費者庁関連部局と連携生活センター等との を行っています。連携確保に関する事項計画案：６ページ第３の４ 「ＨＡＣＣＰの概念を取り入 県版ＨＡＣＣＰは、県内の食品等事施設への立入検査及 れた自主管理体制の強化促進」 業者の自主衛生管理を推進し、県産食び食品等の収去検査 とあるが、奈良県内ではＨＡＣ 品の安全性と信頼性を高めるために重等に関する事項 ＣＰの認証の実績は極めて少な 要な手段であると考えています。く、ＨＡＣＣＰの概念の導入施 しかしながら、県内の事業者は中小(1) 立入検査の方向 設の促進は難しいと思われます。 で少量多品目を生産する者が多く導入性 ＨＡＣＣＰの概念の普及がなか 効果の理解が得にくいこと、登録認証なか進まない原因を究明すると 機関として県内で協働できる第三者機ともに、奈良県独自のＨＡＣＣ 関となる団体が希薄であることから策Ｐ認証制度を創設することが必 定に至っていません。要ではないでしょうか。 今後とも県民及び食品等事業者が望む県版ＨＡＣＣＰとは何か引き続き検計画案：７ページ 討していきます。第３の４ 直売所は地産地消を背景に消 現在、直売所において、農林部と協施設への立入検査及 費者に人気があり、直売所イコ 力のうえ、出荷前における県内産農産び食品等の収去検査 ール安全・安心と捉えられてい 物の検査を実施しているところですが、等に関する事項 る節があるが、農薬や生産方法 検体数の拡大に努めていきます。に不安があることも否めません。(4) 収去検査等実施 消費者に安心していただくだけ計画 でなく、県内農産物の価値を高める意味でも青果の検査の充実計画案：９ページ と管理の強化を求めます。第３の４ 収去検査数の増減比較とその 消費・生活安全課、保健所、市場食施設への立入検査及 根拠や、収去検査項目はどのよ 品検査課及び保健環境研究センターがび食品等の収去検査 うに決めているのかの根拠を示 収去に関する会議を開催し、最近の食等に関する事項 していただきたいです。 品に係る違反状況を考慮しながら、総合的に検査数、検査項目等を決めてい



(4) 収去検査等実施 ます。計画及び(5) 収去検査等検査項目計画案：９～１１ページ第３の４ 自主回収についても公表が必 自主回収を行うもので法違反に該当施設への立入検査及 要と思われます。 するものは何らかの公表の手段をとるび食品等の収去検査 よう検討していきます。等に関する事項(7) 違反食品等の公表計画案：１２ページ第３の７ 食品の異臭や異常に対する通 不良食品について保健所へ届出があ食中毒等健康危害発 報への対応など「フードディフ った場合には、原因究明を行うととも生時の対応に関する ェンス」に対する対策はどうな に、その原因となった事業者には、再事項 っているのですか。 発防止策を講じるよう指導しています。また、「毒劇物迅速検査キッ また、「毒劇物迅速検査キット」にト」は活用しないのですか。 ついては、近年使用した実績がないことから削除しましたが、必要となった場合には活用していく予定であり、今回ご意見をいただきましたので、昨年計画案：１３ページ 度と同様、計画に記載することとします。第３の８ 「自主回収の報告」について 「自主回収の報告」については、県食品等事業者に対す は、実施上の義務づけとのこと 条例において義務づけています。る自主的な衛生管理 ですが、法的な拘束力はどれほ 法第５０条第３項において、条例にの実施に関する事項 どあるのですか。 定まられた基準は遵守することとされ（その１） ており、これに違反した場合には、法第５５条により処分されることになっ計画案：１３ページ ています。第３の８ ホームセンター等、従来大き ホームセンターや個人店等に関わら食品等事業者に対す く食品を取り扱ってこなかった ず、食品を取り扱う場合は、営業許可る自主的な衛生管理 事業者で、生鮮食品の取扱いを や届出の対象となりますので、監視指の実施に関する事項 拡充しているところがあるので、 導は行っています。（その２） 仕入れ基準や産地表示に関する また、申請時や監視指導の機会をと情報提供及び指導をお願いしま らえ、適切な食品の取扱い等の指導やす。 表示の相談にも応じています。また、今後、新規参入、ＮＰＯなど市民グループによる食品販売が増えてくると思うので、経験のない事業者等へのマニュアル整備、指導等についてもお計画案：１３ページ 願いします。第３の９ 具体的な計画の記載が必要で シンポジウムや講習会等の開催の頻関係者相互間の情報 はないですか。 度や内容については、計画策定時には及び意見の交換（リ 決定していませんので、記載はしていスクコミュニケーシ ませんが、これまでも奈良県食品・安ョン）の実施に関す 全安心懇話会に意見を求めるなど、毎る事項 年度実施しています。計画案：１３ページ第３の１０ 優良事業者への表彰制度には 第３の８(4)（１３ページ）で記載し食品衛生に係る人材 取り組まれないのですか。 ているとおり、すでに取り組んでいまの養成及び資質の向 す。上に関する事項計画案：１４ページ


